
   久留米市指定元気援助訪問サービスにおける第１号事業支給費の額等を定める要綱 

 

（趣旨） 

第１条 介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。）第１４０条の６３の２第

１項第３号に基づき久留米市介護予防・日常生活支援総合事業実施規則に定める指定元

気援助訪問サービスの第１号事業支給費の額のほか、必要な事項を次のように定める。 

 （定義） 

第２条 この要綱で使用する用語の意義は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。）、

久留米市指定元気援助訪問サービスの人員、設備及び運営並びに指定元気援助訪問サー

ビスに係る介護予防のための効果的な支援の方法等の基準に関する要綱（平成２９年３

月３１日介保第３２８８号。）で使用する用語の例による。 

 （指定元気援助訪問サービスに要する第１号事業支給費の額） 

第３条 指定元気援助訪問サービスに要する第１号事業支給費の額は、別表第１から別表

第２までに定める単位数に１単位の単価を乗じて算定した額の１００分の９０に相当す

る額とする。ただし、別表２(4)に規定する軽度化加算については、１００分の１００に

相当する額とする。 

２ 利用者が第一号被保険者であって市長が定めるところにより算定した所得の額が市長

が定める額以上である場合（第４項に規定する場合を除く。）において、前項の規定を

適用する場合においては、同項の規定中「１００分の９０」とあるのは、「１００分の

８０」とする。 

３ 前項の市長が定めるところにより算定した所得の額及び市長が定める額については、

介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下この条において「政令」という。）

第２９条の２第１項の規定の例による。 

４ 利用者が第一号被保険者であって市長が定めるところにより算定した所得の額が前項

の市長が定める額を超える市長が定める額以上である場合において、第１項の規定を適

用する場合においては、同項の規定中「１００分の９０」とあるのは、「１００分の７

０」とする。 

５ 前項の市長が定めるところにより算定した所得の額及び市長が定める額については、

政令第２９条の２第２項の規定の例による。 

 （１単位の単価） 

第４条 前条の１単位の単価は、１０円とする。 

 （端数処理） 

第５条 前２条の規定により第１号事業支給費の額を算定した場合において、その額に１

円未満の端数があるときは、その端数金額は切り捨てて計算するものとする。 

 （実施上の留意事項） 

第６条 指定元気援助訪問サービスに要する第１号事業支給費の額の算定に関する基準の

制定に伴う実施上の留意事項については、市長が別に定める。 

 （委任） 



第７条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年１０月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表第１（第３条関係） 

指定元気援助訪問サービスにおける基本報酬単位数表 

 区分 単位数 算定要件 

(1) 

元気援助訪問

サービス費

（Ⅰ） 

１か月につき 

１，０２５単位 

介護予防サービス計画等において週１回の指定元気

援助訪問サービスが必要とされた利用者に対して、

訪問介護員等が指定元気援助訪問サービスを行った

場合。 

また、指定元気援助訪問サービス事業所の所在する

建物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物

若しくは指定元気援助訪問サービス事業所と同一建

物（以下「同一敷地内建物等」という。）に居住す

る利用者又は指定元気援助訪問サービス事業所にお

ける１か月当たりの利用者が同一の建物に２０人以

上居住する建物（同一敷地内建物等を除く。）の利

用者に対し、指定元気援助訪問サービスを行った場

合は、所定単位数の１００分の９０に相当する単位

数とする。 

(2) 

元気援助訪問

サービス費

（Ⅱ） 

１か月につき 

２，２０１単位 

介護予防サービス計画等において週２回の指定元気

援助訪問サービスが必要とされた利用者に対して、

訪問介護員等が指定元気援助訪問サービスを行った

場合。また、同一敷地内建物等に居住する利用者又

は指定元気援助訪問サービス事業所における１か月

当たりの利用者が同一の建物に２０人以上居住する

建物（同一敷地内建物等を除く。）の利用者に対し、

指定元気援助訪問サービスを行った場合は、所定単

位数の１００分の９０に相当する単位数とする。 

(3) 

元気援助訪問

サービス費

（Ⅲ） 

１か月につき 

３，５７９単位 

介護予防サービス計画等において週３回の指定元気

援助訪問サービスが必要とされた利用者（その要支

援状態区分が要介護認定等に係る介護認定審査会に

よる審査及び判定の基準等に関する省令（平成１１

年厚生省令第５８号）第２条第１項第二号に掲げる

区分である利用者に限る。）に対して、訪問介護員

等が指定元気援助訪問サービスを行った場合。また、

同一敷地内建物等に居住する利用者又は指定元気援

助訪問サービス事業所における１か月当たりの利用

者が同一の建物に２０人以上居住する建物（同一敷

地内建物等を除く。）の利用者に対し、指定元気援

助訪問サービスを行った場合は、所定単位数の１０

０分の９０に相当する単位数とする。 



(4) 

共生型元気援

助訪問サービ

スを行う場合 

（元気援助訪

問サービス費

Ⅰ） 

 

指定居宅介護事

業所で障害者居

宅介護従業者基

礎研修課程修了

者等により行わ

れる場合 

１か月につき 

７１８単位 

共生型元気援助訪問サービス（久留米市指定元気援

助訪問サービスの人員、設備及び運営並びに指定元

気援助訪問サービスに係る介護予防のための効果的

な支援の方法等の基準に関する要綱第４２条の２に

規定する共生型元気援助訪問サービスをいう。以下

同じ。）の事業を行う指定居宅介護事業者（久留米

市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び

運営の基準に関する条例(平成２４年久留米市条例

第３２号。以下「指定障害福祉サービス等基準」と

いう。)第６条第１項に規定する指定居宅介護事業者

をいう。）が当該事業を行う事業所（以下この注に

おいて「共生型元気援助訪問サービスを行う指定居

宅介護事業所」という。）において、介護保険法施

行令（平成１０年政令第４１２号）第３条第１項第

２号に規定する厚生労働大臣が定めるもの（平成１

８年厚生労働省告示第５３８号。以下「居宅介護従

業者基準」という。）第１条第４号、第９号、第１

４号又は第１９号から第２２号までに規定する者が

共生型元気援助訪問サービスを行った場合は、１月

につき所定単位数の１００分の７０に相当する単位

数を算定し、共生型元気援助訪問サービスを行う指

定居宅介護事業所において、居宅介護支援従業者基

準第１条第５号、第１０号又は第１５号に規定する

者が共生型元気援助訪問サービスを行った場合は、

１月につき所定単位数の１００分の９３に相当する

単位数を算定し、共生型元気援助訪問サービスの事

業を行う重度訪問介護に係る指定障害福祉サービス

の事業を行う者が当該事業を行う事業所において共

生型元気援助訪問サービスを行った場合は、１月に

つき所定単位数の１００分の９３に相当する単位数

を算定する。また、共生型元気援助訪問サービス事

業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣接す

る敷地内の建物若しくは共生型元気援助訪問サービ

ス事業所と同一建物に居住する利用者又は共生型元

気援助訪問サービス事業所における１か月当たりの

利用者が同一の建物に２０人以上居住する建物の利

用者に対し、共生型元気援助訪問サービスを行った

場合は、所定単位数の１００分の９０に相当する単

位数とする。 

指定居宅介護事

業所で重度訪問

介護従業者養成

研修修了者によ

り行われる場合 

１か月につき 

９５３単位 

指定重度訪問介

護事業所が行う

場合 

１か月につき 

９５３単位 

(5) 

共生型元気援

助訪問サービ

スを行う場合 

（元気援助訪

問サービス費

Ⅱ） 

 

指定居宅介護事

業所で障害者居

宅介護従業者基

礎研修課程修了

者等により行わ

れる場合 

１か月につき 

１，５４１単位 

指定居宅介護事

業所で重度訪問

介護従業者養成

研修修了者によ

り行われる場合 

１か月につき 

２，０４７単位 

指定重度訪問介

護事業所が行う

場合 

１か月につき 

２，０４７単位 

(6) 

共生型元気援

助訪問サービ

スを行う場合 

指定居宅介護事

業所で障害者居

宅介護従業者基



（元気援助訪

問サービス費

Ⅲ） 

 

礎研修課程修了

者等により行わ

れる場合 

１か月につき 

２，５０５単位 

指定居宅介護事

業所で重度訪問

介護従業者養成

研修修了者によ

り行われる場合 

１か月につき 

３，３２８単位 

指定重度訪問介

護事業所が行う

場合 

１か月につき 

３，３２８単位 

（備考） 

１ 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護、介護予防小規模多機能型居宅介護、介護予防

認知症対応型共同生活介護、身体援助訪問サービス又は生活援助訪問サービスを受けている

間は、元気援助訪問サービス費は算定しない。 

２ 利用者が一の指定元気援助訪問サービス事業所において指定元気援助訪問サービスを受

けている間は、当該指定元気援助訪問サービス事業所以外の指定元気援助訪問サービス事業

所が指定元気援助訪問サービスを行った場合に、元気援助訪問サービス費は算定しない。 

 

別表第２（第３条関係） 

指定元気援助訪問サービスにおける加算報酬単位数表 

 区分 単位数 算定要件 

(1) 初回加算 
１か月につき 

２００単位 

指定元気援助訪問サービス事業所において、新規

に訪問型サービス計画を作成した利用者に対し

て、サービス提供責任者が初回若しくは初回の指

定元気援助訪問サービスを行った日の属する月に

指定元気援助訪問サービスを行った場合又は当該

指定元気援助訪問サービス事業所のその他の訪問

介護員等が初回若しくは初回の指定元気援助訪問

サービスを行った日の属する月に指定元気援助訪

問サービスを行った際にサービス提供責任者が同

行した場合に、所定単位数を加算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 生活機能向上連携加算（Ⅰ） 

サービス提供責任者が、指定訪問リハビリテーシ

ョン事業所（久留米市指定居宅サービス等の事業



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 

 

 

 

 

 

ア 生活機能向

上連携加算（Ⅰ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１か月につき 

１００単位 

の人員、設備及び運営等の基準に関する条例（平

成２４年条例第３９号。以下「指定居宅サービス

基準」という。）第８２条第１項に規定する指定

訪問リハビリテーション事業所をいう。以下同

じ。）、指定通所リハビリテーション事業所（指

定居宅サービス基準第１３８条第２項に規定する

指定通所リハビリテーション事業所をいう。以下

同じ。）又はリハビリテーションを実施している

医療提供施設（医療法（昭和２３年法律第２０５

号）第１条の２第２項に規定する医療提供施設を

いい、病院にあっては、許可病床数が２００床未

満のもの又は当該病院を中心とした半径４キロメ

ートル以内に診療所が存在しないものに限る。

（３）において同じ。）の医師、理学療法士、作

業療法士又は言語聴覚士の助言に基づき、生活機

能の向上を目的とした訪問型サービス計画を作成

し、当該訪問型サービス計画に基づく指定元気援

助訪問サービスを行ったときは、初回の当該元気

援助訪問サービスが行われた日の属する月に、所

定単位数を加算する。 

イ 生活機能向上連携加算（Ⅱ） 

利用者に対して、指定訪問リハビリテーション事

業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリ

ハビリテーションを実施している医療提供施設の

医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、

指定訪問リハビリテーション、指定通所リハビリ

テーション等の一環として当該利用者の居宅を訪

問する際にサービス提供責任者が同行する等によ

り、当該医師、理学療法士、作業療法士又は言語

聴覚士と利用者の身体の状況等の評価を共同して

行い、かつ、生活機能の向上を目的とした訪問型

サービス計画を作成した場合であって、当該医師、

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士と連携し、

当該訪問型サービス計画に基づく指定元気援助訪

問サービスを行ったときは、初回の当該指定元気

援助訪問サービスが行われた日の属する月以降３

月の間、１月につき所定単位数を加算する。ただ

し、アを算定している場合は、算定しない。 

イ 生活機能向

上連携加算（Ⅱ） 

１か月につき 

２００単位 

(3) 初回連携加算 
１か月につき 

５０単位 

指定元気援助訪問サービス事業所の訪問介護員等

が地域包括支援センター等と連携し、初回のサー

ビス利用をした日から起算して１か月以内に、当

該利用者に関する必要な情報を面談にて共有し、



サービスの利用に関する調整を行った場合に、所

定単位数を加算する。ただし、この場合において、

初回加算を算定していない場合は、算定しない。 

なお、情報共有は必ず面談にて行うこととし、情

報共有を行った日時、場所、内容について記録す

ること。 

(4) 

ア 軽度化加算

（Ⅰ） 
５０単位 

当該事業所による元気援助訪問サービスを利用し

ている事業対象者又は要支援１の利用者が、認定

更新の結果、非該当となった場合や心身状態の改

善により、当該元気援助訪問サービス事業所の利

用を終了した場合に、５０単位に当該元気援助訪

問サービス事業所を利用した月数（最大１０か月

分を限度とする。）を乗じた単位数を算定する。 

なお、当該元気援助訪問サービス事業所において、

当該加算を算定したことがある利用者においては

再算定できない。ただし、前回算定から２年以上

経過している場合はその限りでない。 

イ 軽度化加算

（Ⅱ）イ 
１００単位 

当該事業所による元気援助訪問サービスを利用し

ている要支援２の利用者が、認定更新の結果、要

支援１となった場合に、１００単位に当該元気援

助訪問サービス事業所を利用した月数（最大５か

月分を限度とする。）を乗じた単位数を算定する。

ただし、軽度化加算（Ⅱ）ロを算定している場合

は、算定しない。 

なお、当該元気援助訪問サービス事業所において、

当該加算を算定したことがある利用者においては

再算定できない。ただし、前回算定から２年以上

経過している場合はその限りでない。 

ウ 軽度化加算

（Ⅱ）ロ 
１００単位 

当該事業所による元気援助訪問サービスを利用し

ている要支援２の利用者が、認定更新の結果、非

該当となった場合や心身状態の改善により当該元

気援助訪問サービス事業所の利用を終了した場合

に、１００単位に当該元気援助訪問サービス事業

所を利用した月数（最大１０か月分を限度とす

る。）を乗じた単位数を算定する。ただし、軽度

化加算（Ⅱ）イを算定している場合は、算定しな

い。 

なお、当該元気援助訪問サービス事業所において、

当該加算を算定したことがある利用者においては

再算定できない。ただし、前回算定から２年以上

経過している場合はその限りでない。 

 



 


